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アウグストゥスの姦通法における殺害権の性格と 
その法の立法目的 
金  炅 賢  
 
Ⅰ 比較史の観点からみたlex Iulia de adulteriis coercendis  
における夫の殺害権 
 
当然のことながら、それぞれの社会で、倫理的な規範や法慣習のあり方によ
って復讐の手段が違っていましたし、同じ社会でも時代によって復讐の方法も
異なってきました。古代から近代まで、法資料が現存する歴史上の多くの西欧
社会においては、特に「現行犯」（ラテン語の法律用語としてin flagrante 
delicto が使用されます）として妻の浮気現場をおさえた場合には、夫が不義を
犯した妻とその姦夫をその場で殺害することが法律的に許されてきました。 
紀元前18~16年に制定されたアウグストゥスの姦通法（ lex Iulia de 
adulteriis coercendis, 便宜上「ユーリウス法」と表記します）をとりあげてみ
ますと、そこでの夫の「殺害権（ius occidendi mariti ）」は、前述された世界
史の全般的な傾向に逆らおうとする意図を顕著にあらわしているとともに、次
章で見るようにローマ史においても特異なものでもありました。この法資料そ
のものは現存していませんが、ローマ法に精通した注釈者によってわかり易く
言い換えられた引用文を通じて、原法文に忠実な断章を再現することができま
す。 
ところで、実際にユーリウス法に関する関連規定を詳細に分析してみます。
この法律は、事実上は夫の殺害権が無効となることを示しています。Digesta に
よれば、姦婦と姦夫（姦通した男女）に対する夫の即断による復讐に言及して
いるユーリウス法の第二章の中で、夫の殺害権は次のように成文化されていた
ことが推測されます。 
 
「夫は妻の姦通者を殺害しても良いが、家父の場合とは異なり誰でも殺して
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よいというわけではない。というのも、アウグストゥスの姦通法（ユーリ
ウス法）において夫に殺害権が認められるのは、（妻の父親の家ではなく）
自分の屋敷内で妻と姦夫が不道徳行為をしている現場をとりおさえた時で
あり、かつさらにその姦夫が娼婦の売買業者であるとか、俳優あるいは踊
り手や歌手として以前に舞台に上がったことがあるとか、または公けの訴
訟で有罪判決を受けて未だ本来の地位を回復していない者であるとか、妻
や夫やそのどちらかの父親・母親、息子、娘の被解放自由人であった者で
あるとか…あるいは奴隷であった場合である。」（Digesta 48.5.25[24] pr.; 
cf. Collatio 4.3.1-2） 
 
この法資料から分かることは、実際には夫は「恣意的に妻の姦夫を殺害する
こと（adulterium uxoris suae occidere ）」はできず、殺害権の許可には多くの
条件が課されているということであります。第一に、夫による姦夫の合法的な
殺害権が、自分の家での不道徳行為の現場を取り押さえた場合のみに制限され
ていることは明らかです。「不道徳行為の現場で相手の男をとらえた場合（ viro 
deprehensum…in adulterio uxoris eum ）」とは、現行犯であり、言逃れでき
ない状況を意味しています。そして「殺害する場（locus occidendi ）」につい
ても、夫自身の屋敷内においてという限定が付きます。 
第二に、妻が夫の殺害権の対象から外されたという事実にも留意せねばなり
ません。法資料自体は控除を明確に定義しているわけではありません。しかし、
上記の引用法文において、夫の妻に対する殺害権が明示されていないことを根
拠に、ローマの古典期法学者のパピニアヌスは次のように解釈しています。「現
場をとりおさえられた不義の妻を夫が殺した場合に、夫は殺人法（ lex Cornelia 
de sicariis et veneficis ）にふれるのだろうか。私は次のように答える。夫が殺
人法に抵触することは間違いない、と」(Collatio 4.10.1; cf.Digesta 48.5.24.1）。 
第三に、ユーリウス法に基づいて夫が妻の姦夫を殺害する権利を行使する可
能性について、私は非常に関心を持っています。これに関しては、法の制裁に
すでに服しているものを含め、卑しさや不名誉といった要素に留意すべきです。
この制限の背後には、自由人身分、特に特定の身分に属すると想定される姦夫
を、夫によるその現場での処刑から保護するという為政者側の意図がみられま
す。Humiliores とhonestiores の二分類に基づく二重の刑罰が、アウグストゥ
ス帝の治世にはすでに形成されつつあった、というガーンジィの主張（Garnsey 
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1972, 171f. cf. Mette-Dittmann 85f.）を受け入れるのはためらわれますが、そ
の意図は、実際に有効だった場合には、アウグストゥスのいわば「階級を区別
化する（compatmentalizing the classes）」社会政策に非常に適したものであ
ったでしょう。姦夫の法的な社会的地位をあらかじめ正確に確認することが求
められているにも拘わらず、発見現場で直ちに姦夫を殺害する権利を行使する
ことが果たして現実に考えられるでありましょうか。事態の緊急性とか、姦夫
を発見し殺害しようとする夫の極めて不安定な精神状態を考慮しますと、姦夫
の社会的地位を確認した上で殺害権を行使するなどということは、あまりに非
現実であるように思えます（Corbett, 136-137; Mette-Dittmann, 62）。いずれ
にせよ、見知らぬ男を死に至らしめようと決心する時、夫は殺人法による懲罰
の責任を負うというリスクを免れません（Digesta 48,8.3.5）。従って、密会の
現場をおさえられた妻とその姦夫を殺害しても罪にはならないという夫の権利
は、ほとんど無意味なものになってしまうだろうと結論付けても、強引過ぎる
ことはないでしょう。 
 
Ⅱ 夫の殺害権とローマの性観念や法的慣行との関係 
 
ユーリウス法制定前後の時代における、夫の殺害権に関するローマ社会の法
の執行、および通念として認められていた義務感の推移をたどってみます。ユ
ーリウス法が夫の復讐を事実上ほとんど禁止しているのは、ローマ史の流れの
中でも例外的なものであることがわかります。 
共和政期における状態をまとめてみますと、妻とその姦夫が不道徳行為をし
ている最中を取り押さえた夫は、殺人罪に問われることなく、その両人を殺害
してもよいというのが基本方針でありました。その根拠は、カトーが『嫁資に
ついて』という著作で表した公式見解、ホラーティウスの Satirae 第一巻の数
行、ウァレリウス マキシムスによって集められたものの三つを挙げることが
できます。カトーは「もしあなたの妻が不義を犯しているところをつかまえた
場合には、咎められることも裁判にかけられることもなしに彼女を殺害しても
よい」と述べています。ホラティウスの作品中で、著者は姦夫を待ち受ける危
険な結果を数え上げることで、ローマ人の若者が抱く姦通への誘惑に警告を発
しています。ウァレリウスは、姦通者がたどる運命として鞭打ちで死に至らし
められた二つのケースと、去勢と性的侮辱とをそれぞれ一つずつ述べています。
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ウァレリウスの序論と結論には我々は特に注目すべきであります。  
ユーリウス法は「夫の殺害権（ius occidendi mariti ）」の伝統的な流れを覆
すのに成功したかという問題では、私はそれほどでもないように思います。ク
ィンティリアヌスは、紀元一世紀中ごろに書かれた修辞学のテキストである 
Institutiones において、姦夫と妻を夫が殺害しても良いとする法律をしばしば
ほのめかしております（ 3,11,7; 5, 10, 39; 5, 10, 88; 5, 10, 104; 7, 1, 7）。刑事裁
判において、妻と姦夫を殺した事実を認めた被告人は、次のことを主張して殺
害のとがに対して弁明しようと試みています。「妻をその姦夫とともに殺害す
るのは正当である。それが法律であることは確実である（adulterum cum adul- 
tera occidere licet. Legem certum est ）」と。被告の主張は、明らかにユーリ
ウス法の改定された規定と矛盾しています。おそらく、それらの弁護は、法廷
の判決外ではいまだに優勢であった世論を反映させていたものだと思われます。 
次に続く何世紀かの間に、法実務の現場では、世論の潜在的な力がアウグス
トゥスの姦通法の実施に徐々に影響を及ぼしていきました。このような影響の
読み出しが最初になされたのは、二世紀のアントニウス・ピウス帝時代におい
てでありました。「もし誰かが姦通をしている妻を殺害したことを否定しない
としても、当然受けたであろう精神的苦痛を抑制することは難しいことである
から、姦通した妻を殺害した者は、厳罰に服することから免除される（Digesta 
48,5,39,8: Ei, qui uxorem suam in adulterio deprehensam occidisse se non 
negat, ultimum supplicium remitti potest, cum sit difficollimum iustum 
dolorem temperare.)」と述べられています。夫が不道徳行為の最中の妻を殺す
という痴情沙汰の犯罪で、「正当なる苦痛（iustus dolor ）」を考慮して夫がえ
こひいきで許されるというのは、いわば夫の殺害権の復活のしるしであります。
皇帝マルクス・アウレリウスとその息子コンモドゥスも同じ趣旨で勅書を発布
しており、それらはユーリウス法の中で規定されたような場所や人に関係なく、
妻の浮気相手を殺害したものに厳罰を与えないという姦通法の適用免除を与え
ています（Collatio 4.3.6）。続いてこの判例には、三世紀のはじめにAlexander 
Severus帝も追従しました（Codex Iusinianus 9,9,4）。 
夫の「正当なる苦痛」は罰を軽減する最も基本的な勘案材料であって、後の
時代には妻の姦通に対する夫の権利は徐々にユーリウス法以前の時代の状況に
戻っていく傾向にありました。編纂された二つの民族法 lex Romana Bur- 
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gundinum とlex Romana Visigothorum が夫の妻とその姦夫に対する殺害権
を認めていることからも伺えるように、五・六世紀には、処罰されずに夫が妻
と姦夫両方を殺害できることが、当然のこととしてとらえられるようになりま
した。一方、コンスタンティヌスからユスティニアヌスにいたるキリスト教皇
帝によって殺害権は公的な権威に移されましたが、道徳や法手段は極めて異な
るとはいえ、姦淫を犯したものは男女を問わず厳罰に処される傾向においては
アウグストゥスの時代の状況と似ていました。 
 
Ⅲ 夫の殺害権排斥にみられるユーリウス法の戦略 
 
第三章ではユーリウス法の特に次の二点について考察していきたいと思いま
す。一つ目は、アウグストゥスが強烈なイデオロギー的風潮に反抗してまで夫
権を縮小した目的は何だったのかという点です。二つ目は、夫の殺害権排斥に
みられるユーリウス法の戦略は何かという点です。まず後者から先に検討しま
すが、二つの方向から検討を進めていかなければなりません。一方では、姦通
法が立法された当時の腐敗した社会状況の把握とこれを処理するためにとられ
た方策の有効性について、他方では、ユーリウス法の姦通に関するいくつかの
規定について考えてみます。前者については次の章で扱うため、ここではユー
リウス法の規定から見ていきます。 
   
「もし家父権の下にいる娘か、あるいはかつては家父権の下にいた娘が、夫
の支配下に入った場合、父親は自分の家または自分の義理の息子の家にお
いて姦夫を捕らえ、あるいは後者の場合に夫が義理の父を呼び入れたなら
ば、父親は危険を冒すことなく姦夫を殺害し、同時に娘をも殺害すること
が許されている。」（Collatio 4.2.3; cf. Digesta 48.5.20-23） 
 
この法文の最も顕著な特徴は、父親に娘と愛人の殺害権が認められていると
いうことです。こうした復讐手段は人類学的に一般的な現象ですが、父が未婚
ではなく既婚の娘の愛人へ復讐するという例は、あまり知られておらず、とり
わけローマ史においては例外的です。 
これまで研究者たちは、この理解し難い父の殺害権を家父権の一要素である
生殺与奪の権を拡大したものに過ぎない、と考えてきました（Mommsen 
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624,691; Corbett,138; Cantarella 1972,265; Treggiari 283）。ところが、この
解釈はユーリウス法の他の規定と矛盾します。第一に、家父権は確かに殺害権
の必要条件ではありましたが、十分条件ではありませんでした。一方では父親
ではあっても家父権を持たなければ、罰せられることなく殺害をすることはで
きませんでしたが、他方では妻の祖父は家父であっても殺害権を与えられては
いなかったからです（Digesta 48.5.22）。つまり、伝統的な家父権とfatherhood
（＝父親たること）が両方そろってはじめて殺害権が生じる条件となったのです。
また、夫の手権の下に入った娘に対しても父親が殺害権を持つという点も、こ
の権利が家父権を拡張したものではないことを裏づけます。最後に、父の「殺
害権（ius necis ）」がもつ異なる二つの性質に注目してみましょう。一つは伝
統的な家父権に則った権利であり、もう一つはユーリウス法が新たに定めた義
務と言えます。父親は家父権で定めるところと同様の権限で娘の愛人を殺害す
ることができる権利を得る代わりに、この権利を行使しようとする場合には自
分の娘をも殺害するよう法によって強要されています（ Cantarella 1972,272）。
こうした点から私は、父の殺害権が「古くからの権利の生き残りというよりは、
むしろ新たに定められた殺害の権利である」（Thomas,683）という意見に同意
します。 
近年ウェストブルックは、「アウグストゥスの立法は当該権利を女性の夫か
らその父親へと移行させるものであった」（Westbrook,215）と述べています。
私も同じように考えました。危険な武器を夫から取り上げ、夫の次にこれを受
け取る権利を持つとともに、この権利を行使する可能性の最も少ないもう一人
の人物、すなわち父親に手渡す、という意図が立法者にあったのではないかと。
このように考えると、父親の殺害権が手権婚をした娘へも拡張したという事実
をも説明することができます。また父親による姦夫の殺害ついて、法的には、
夫の殺害権の際に問われる姦夫の社会的地位による制限を何ら設けていないこ
とも、注目に値します。つまり、殺害権に関連して父親に与えられた優位は、
夫から権力を奪うための仕掛けなのではないかとも考えられるのです。「父親
は夫と異なり、女性とすべての姦夫の殺害権を有する。その理由は、子どもの
利益に対しては慎重である父親の愛情に対し、熱しやすく激烈であり即断して
しまう傾向のある夫の愛情は、抑制されるべきだからである（Digesta 48.5. 
22.4）」というパピニアヌスの注釈からも想起されます。すなわち、「現行犯と
アウグストゥスの姦通法における殺害権の性格とその法の立法目的 
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して取り押さえた場合の殺害権（ius occidendi in flagrante delicto ）」に関す
る限り、優先権は夫の「熱しやすい激烈な感情（calor et impetus ）」の代わり
に、「父の愛情（pietas patera ）」と「子どもへの配慮（ consilium pro liberis ）」
に与えられるべきであると考えられたというのです。 
ここで、娘を先に殺害した場合に限って、姦夫を殺害する権利が父親に生じ
るという規定に注目すると、父親の愛情を大いに利用しようという立法者の真
意が窺えます。父親は自分の娘はもちろん姦夫の殺害をも思いとどまることが
期待されたのではないでしょうか（Derviliers, 85-86: Raditsa, 13）。つまり、
立法者は初めから父の殺害権を実態のないものにするつもりだったと考えるこ
とができるのです（cf.Mette-Dittmann,62-3）。 
次に、殺害権および告発に際する父と夫の優先順位に関して当該法律におい
て明らかにされた矛盾に着目すると、問題をさらに進めることができます。殺
害権の行使については、夫ではなく父親に優先権が与えられたにもかかわらず、
この問題を法廷に持ち込むということになると、夫は先んじて行動する特権を
有するという矛盾です。「（法廷で）夫に優先権が与えられるべき」理由は何か
という問いに対し、ウルピアヌスは次のように答えています。「夫はより大きな
怒りと苛立ちをもって起訴するであろうと信じられるからである」と（Digesta 
48.5.2.8）。ある意味では、告発における夫の優越は、殺害権に関する夫の損失
を補うものだということができます。夫に与えられた優先権は、夫の告発を促
すためとも考えられます。 
新たに規定された「奴隷への尋問・審問（quaestio servorum ）」も、姦通し
た妻を告発しようとする夫にとって、有利に作用する一要素です。この新たな
手続きにおいては、既存の法原則と相矛盾するような革新的特徴が存在します。
すなわち、これにより、奴隷を拷問にかけ、その主人に不利にはたらくような
証言を引き出すことが可能になったのであり、これは、姦通で告発された奴隷
のようにその証言が必要とされる奴隷の没収を強行することからして、原則的
に不可侵の私的財産権を制限することになったのです（Digesta 48.5.27; cf. 
Esmein 142-143; Mette-Dittmann 50-53）。この法規は、ウルピアヌスが 指摘
するように（Digesta 48.5.27.11）、奴隷たちを「怖れることなく語らせた」の
です。 
ここで重要なことは、奴隷への尋問について詳しく述べられているユーリウ
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ス法第９条において、告発者としての夫には特別な配慮が払われている点です。
特に以下二つの規定が注目に値します。第一に、奴隷所有者は、姦通が発覚し
た日あるいはこれによって離婚した日から６０日以内に、奴隷を解放、あるい
は譲渡することが禁じられているというものです（Digesta 40.9.12.pr.,6）。も
ちろん６０日という期間が、父および夫の優先的告発の有効期間と一致すると
いうことは偶然ではありません（Digesta 4.4.37.1; 48.5.14.2）。奴隷への尋問
は、姦通を働いた妻の夫（あるいは父）による告発を促すことを目的とした革
新的な立法だったのです（Mette-Dittmann 51）。またこの法規が、妻に同行す
る可能性の高い奴隷たち、すなわち彼女自身によって雇われている奴隷たちだ
けでなく、彼女の両親や祖父母によって雇われた奴隷たちも証人として確保す
る意図を含んでいたということも、特にこのことを示しています。 
この法律には、姦通を働いた配偶者の告発を始める際に夫の利益となるよう
作り出されたと考えられる規定がもう一つあります。法学者パウルスによれば、
姦通を働いた妻の父および夫は、「第三者（extraneus ）」とは異なり、自らを
濫訴の罪で告訴される危険にさらすことなく、妻ないし娘を告発することがで
きる、とあります（Collatio 4.4.1）。パウルスはいたるところで、父親を「濫
訴の罪（actio calumniae ）」での告訴から締め出しています（Digesta 48.5.30. 
pr.）。トリポニウスの言葉によっても、父親が除外されたことが確認できます。
そこでは、夫は６０日有効な優先権と濫訴の罪からの免除を行使できるという
特権的有利をもつ告発者として示されているのに対し、父親については何も言
及されていません（Digesta 4.4.37.1）。濫訴の罪からの免除について、Digesta 
で父親が除外されているということは、コンスタンティヌス帝によって導入さ
れた当時の姦通法の修正の反映ともいえるでしょう。なぜならコンスタンティ
ヌス帝以降のキリスト教皇帝の時代における姦通法の顕著な特徴の一つは、第
三者を除外して夫の主導権を強固にすることでした。姦通を働いた妻との婚姻
解消と同様、告発の際も夫が結婚の高潔さや家族の栄誉の守護者であるべきで
あるという新たな考えに基づいて制定されたのであります（Corbett 145-146; 
Bauman 214-215）。 
しかしわれわれはいまだ、父が濫訴の罪からの免除から除外されているとい
うことは、ユーリウス法の告発手続きの底辺にある精神とも大体において合致
すると主張することができます。法律は常に形式的には優先的告発者として父
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親と夫を並置してきたにも関わらず、夫のそれと比べると、告発における父親
の役割は実態を伴わないものです（Esmein 125）。とりわけ、義理の息子は姦
通を働いた娘と婚姻関係を継続する限り、父親の法的地位は事実上第三者のそ
れと同質化することになるからです。父が娘を優先的に姦通罪で告発するとい
う行為は、姦夫よりも娘を先に殺害した場合にのみ有効な殺害権を行使するこ
と以上に現実感がないものといえましょう。つまり、告発手続きに関する規定
は、夫が最初の告発者であるという前提ないし期待の上に作られたものだった
のです。法律は夫にとって「あめとむち」の策でした。一方では夫による告発
を促し、他方では彼がすぐに妻を離縁せずに告発の手続きを踏まない場合には、
第三者によって女を仲介したかどで告訴されるという脅威を与えられたのです
（Digesta 48-5,29. pr.）。しかし、後者の脅威が実際に存在したかどうかについ
ては、極めて疑わしいのです。その動機が告発への報奨にあるにせよ、単なる
個人的な敵意にあるにせよ、危険を恐れず法廷に臨もうとする第三者はいなか
ったのではないかと考えられるからです。 
「売春仲介」罪での告発に対する脅威は、夫の告訴を強要するために意図され
たものではなかったのではないか、という別の疑問もあります。なぜなら「売
春仲介」罪の告発が成功すれば、夫婦であることを望んでいる夫が姦通告訴を
起こすために結婚を解消するかというと、必ずしもそうは言えないからです。
法は第三者の介入によって覆されるような、夫の意思や主導権を望んでいたの
でしょうか？ もしも民衆が夫を監督や抑圧することが立法の意図であるとす
れば、離婚によって手続きが継続されるべきという条項を削除することこそが
最適な方法だと思います。ところが、このような規定はありません。立法者の
真意は、殺害権においては夫の力を弱体化させ、濫訴の罪での告発という脅威
によって夫に圧力をかける一方で、少なくとも告発に関しては夫の地位を尊重
することだったのです。このように見てくると、密告の殺到や公的告発が文学
作品に頻繁に表れるアウグストゥスの婚姻法とは異なり、姦通法に関してはそ
れに匹敵するような現象が記録されていないとしても、驚くにはあたらないの
です（Treggiari 1991A, 77-79; Mette-Dittmann 161）。 
 
Ⅳ 結論──夫の殺害権と姦通に関するユーリウス法の目的について 
 
ここでは、ユーリウス法の目的を明らかにしていくつもりですが、その前に
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ユーリウス法制定の直接的な原因と考えられる当時の社会状況を把握しておこ
うと思います。共和政末期以降のローマ社会では、とりわけ上層階級において
姦通が流行していたと考えられています。確かに、共和政末期から元首政にお
よぶ数世紀の間、多くの文学作品で、姦通は格好の題材として取り上げられ（ cf. 
Richlin）、これらは現実社会の反映であると解釈されてきました。そして、「姦
通抑制に関する法（lex de adulteriis coercendis ）」というタイトルからも明ら
かなように、法はこのような現実に対処せざるをえなかったのです。 
しかし、立法へと促した本当の理由は、深刻なまでの社会の病弊の存在のみ
だけではなく、退廃した社会に対抗するための効果的な予防策や救済法が存在
しなかったためでもあったのです。もちろん、これまでも慣習的に、夫は妻だ
けでなく姦夫をも「現行犯（flagrante delicto ）」で殺害することができました
し、家父主導の下で「家内裁判（iudicium domesticum ）」が開かれることも
ありました。伝統的なシステムは性的逸脱行為を全くなくすほどには十分に機
能しなかったのです。まず慣習的な夫の殺害権は、姦通を制御するという役目
を果たさなくなってしまうほど廃れていたと思われます。 
夫の殺害権が廃れた後に、婚姻形態が自由婚へと革新的に移行したのであろ
うという推測もありますが（cf. Mette-Dittmann 80-82）、私はそうではなく、
婚姻が安定性を失ってきたことが自由婚への移行と関連しているのではないか
と思います。紀元前２世紀の上層階級における婚姻の顕著な特徴は、ローマ人
の伝統的結婚のもつ尊厳さや永続性といったものが急激に失われていく点にあ
りました。婚姻のこのような変化は、同時代における政争の激化を促すことに
なりました。婚姻は政治家が政治的有利を得るための必要不可欠な手段とみな
されるようになり、離婚と再婚は、指導的立場にある政治家の結婚のキャリア
において、もはや日常茶飯事にすらなっていったのです（cf. Humbert, 76-112; 
Treggiari 1991B）。このような状況の中で、男たちは離婚に際し何ら良心の咎
めを受けることなく、妻の堕落した性的関係に激しい嫉妬を抱くことはなくな
ったと考えられます。しかし、夫の殺害権を正当化する感情やイデオロギーが、
完全に消え去ったと考えるべきではありません。こうしたイデオロギーは、き
わめて重大な力として生き続けたのです。つまり、夫が慣習的な権限を行使す
ることがほとんどなくなってきたにすぎないのです。コーエンが鋭く指摘して
いるように（1992B, 117-118）、社会的現実とイデオロジカルな要求との間には
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大きなギャップが存在したのです。 
同時に「家内裁判」の役割も次第に変化し、主に姦通または他の理由による
離婚の際に生じる嫁資の返還（「嫁資返還請求訴権（retentiones dotis あるい
はactio rei uxoriae ）」）の問題を扱うようになりました。家内裁判における手
続きは、罪人への判決を下すための審議というよりは、相互の承認による離婚
と考えられました。重要なことは、姦通の流行に対する救済策が存在しなかっ
たのではなく、救済策が姦通を引き止めるほど効果的に機能しなかったことな
のです。 
アウグストゥスはこのような状況を打開するために、姦通を働こうとする者
たちに対してより効果的に働きかけるような装置を作り出そうとしたのです。
そのために妻の姦通によって他の誰よりも深い怒りの感情を抱くと思われる夫
の行動を制御することが必要である、と考えたのでしょう。ところが同時に、
「夫の正当な苦痛（iustus dolor mariti ）」が抑圧されるべきではないというこ
とも明らかでした。なぜなら、成文法において夫の殺害権を正式に認めるとい
うことは、殺害権がこれまで慣習的に民衆によって認められてきたという事実
とは全く異なるからです。正当な殺害の法的根拠を、他の目的で悪用する可能
性が生じてくると、アウグストゥスは、特に政敵を排斥する目的でこの法が濫
用されることを危惧したのです（cf. Treggiari 1991A, 293; Cohen 1991B, 124）。
もしもこのようなことが不安定に揺れ動いていた元老院階級の間で頻発したと
すれば、社会不安や政治不安はさらに続くことになるでしょう。事態の悪化を
食い止めることは、平和の回復を宣言し、「既成事実（fait accompli ）」として
受け入れられつつあった実質的君主制を作るために数々の偉業をなし遂げたア
ウグストゥスの最終的な望みでした。そこで、「奴隷への尋問」が取り入れられ
たのです。たとえ夫が妻ないし姦夫を法の精神に忠実に則って殺害したとして
も、夫の行為が過失か正当な殺害かを決める裁判で、罪人に同調しがちな奴隷
の証言のみに頼っている限り、正しい判決を下すことは困難を極めるでしょう。 
伝統的に家族や親戚といった私的な領域でのみ取り上げられてきた姦通に関
して、公的に介入し法を制定するにあたって、アウグストゥスはジレンマに陥
りました。いまだに影響力のある慣習を尊重すると同時に、仲裁や規制におい
て公権を主張しなければならなかったからです。アウグストゥスはどちらも満
足させるために、政策を立てました。学界では、私的な領域に公権力[Staat- 
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lichkeit]が介入したという点で、ユーリウス法は革新的な法であると評価して
きました。 
姦通問題を扱うには、公的な法廷（quaestio perpetua de adulteriis ）で告
発の手続きが行えるようになりました。姦通法の制定は、慣習的な報復
（vin-dicatio ）および家内裁判にとって代わる制度と考えられたのです。ユーリ
ウス法は、政治とモラルの両方を解決する一石二鳥の法だということになりま
す。自立的な私権を統治することが、上層階級で流行していた姦通への対抗策
ともなったからです。 
しかし、アウグストゥスの姦通法をより野心的なものとみなす研究者もいま
す。姦通法の真の目的は、立法者の独裁への意志にあったというのです。すな
わちローマ貴族政において、アウグストゥスは他のすべての家父を犠牲にして、
たった一人の家父となろうということです。このような観点からみれば、社会
の病弊である姦通を処理するという点は、この法の主要な目的から外さなけれ
ばならないことになります。 
ところが、このような推測は、法を詳細に分析していく限りでは実証するこ
とはできません。もしこのような意図で立法したのであれば、殺害権を全面的
に抑圧し、離婚を必要条件とすることなく、第三者による告発を認めるという
過激な手段をとるでしょう。しかし、姦通法はこうした手段をとるものではあ
りませんでした。法は夫の殺害権を制限し、告発手続きにおいて優先権を与え
ることによって、貴族の感情や実践を重視しようとしたのです。立法者は、わ
れわれにはナイーブすぎると思えるほど、夫の自立性に頼っていました。とい
うのも、夫は姦通の現場を目撃した際には「正当な苦痛」をおさえ、それを後
に法廷において発散することが期待されているように、この法が一見不自然な
心理に基づいているからです。後の姦通法が示すように、ユーリウス法の長期
的な失敗はまさにこの点にありました。 
立法者アウグストゥスは、深刻な社会の病弊を癒すための効果的な装置を作
り出し、家父たちの協力を呼びかけるという差し迫った課題を処理するために、
自分自身や国家の権力を前面に押し出そうとしたのではないのです。したがっ
て、その治世の後半に見られるようになったアウグストゥスの専制的支配の傾
向を、姦通法の立法を行った時期に見ようとするのはあまりにも時期尚早なの
ではないか、と考えることができるのです。 
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